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https://www.foejapan.org/energy/library/210304.html



福島ミエルカプロジェクト

4311mieruka.jp/

https://311mieruka.jp/
https://311mieruka.jp/


• 一般価格：4,500円＋税

• オンライン視聴600円
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本日お話ししたいこと

•原発事故直後の状況

•原発事故子ども・被災者支援法

•被害は今
• 避難

• 帰還

• 甲状腺がん

• 原発作業員

•処理汚染水について

•エネルギー政策の今後
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2011年4月段階における避難指示区域

• 20km圏、30km圏
内に加え、年間積
算線量が20mSvに
達する恐れがある
区域を、計画的避
難区域とした



「小さな山を一つ越えると、避難区域です。そん
な場所に小さい子供を住ませることはできません。
親として子供を守るのは当然です。避難したくて、
避難しているわけではありません。どれほど悩ん
で避難したか。また災害が起こる可能性、何か
あった時子どもを守れるかどうかなど、本当に悩
みぬき避難しました。」
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原発事故子ども・被災者支援法
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142012年6月20日東京新聞



法律の特徴

•福島第一原発事故の被災者に対し、国による幅
広い支援を行うことを定めた

•人々の在留・避難・帰還を「選択する権利」の
尊重

•特に子ども（胎児含む）の健康影響の未然防止、
影響健康診断および医療費減免
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国の責任を明記

「国は、原子力災害から国民の生命、身体及び
財産を保護すべき責任並びにこれまで原子力政
策を推進してきたことに伴う社会的な責任を
負っていることに鑑み、前条の基本理念にのっ
とり、被災者生活支援等施策を総合的に策定し、
及び実施する責務を有する。」

（第３条）
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支援対象地域

いままでの政府指示の避難区域よりも広い地域
を「支援対象地域」として指定

そこで生活する被災者、そこから避難した被災
者の双方に対する支援を規定
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支援対象地域＝その地域における放射線量
が政府による避難に係る指示が行われるべ
き基準を下回っているが一定の基準以上で
ある地域（第８条第１項）



20mSv/年

政府指示の避難区域

• 避難費用（交通費、引っ越し代、宿泊費など）
• 避難が理由の生命・身体的損害
• 検査費用
• 精神的損害
• 収入の減少、財産の減少 など

XmSv/年

支援対象地域



医療費減免（第13条第３項）

国は、被災者たる子ども及び妊婦が医療（東京
電力原子力事故に係る放射線による被ばくに起
因しない負傷又は疾病に係る医療を除いたもの
をいう。）を受けたときに負担すべき費用につ
いてその負担を減免するために必要な施策その
他被災者への医療の提供に係る必要な施策を講
ずるものとする。（第十三条第三項）
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「支援法」の問題点

•「支援対象地域」の定義ができなかった
…「一定」の線量以上20ミリ以下

•具体的な施策を「基本方針」に先送り
…官僚のサボタージュを許した

2013年10月に、「支援法」を骨抜きにする
「基本方針」の閣議決定
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全施策120 のうち87 の施策が、既存の施策の寄せ集め。新規施策も、大
半は除染と健康不安の解消に関わるも。避難者支援策は、避難者の多い
地域における「マザーズハローワークの充実」などにとどまり、具体的
な施策が書かれていない。
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毎日新聞2013年10月11日



市民団体27団体による共同声明

1. 基本方針案に被災者の声を実質的に反映すべき。
公聴会を開催すべき

2. 無視された「一定の基準」／狭すぎる支援対象
地域

3. 実体のない「支援対象地域」とまやかしの「準
支援地域」

4. 「避難」に対する新規施策が欠落

5. 色濃い「帰還」促進政策
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29みんなのデータサイト
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福島県発表
35,703人

（2021年2月現在）

県内の各自治体が把握する
避難者数の合計は

67,000人＊超

＊共同通信「福島の避難者数に3万人の差
県と市町村の集計ばらばら」（2021年1月30日）



打ち切られる支援
• 2017年3月
…区域外避難者への住宅提供が打ち切られた
→８割が避難継続を選択
→困窮化する避難者も

• 2019年3月
• 区域外避難者のうち、低所得者向けの家賃支援打ち切
り

• 国家公務員住宅の継続居住の打ち切り

• 旧避難指示区域への仮設・借り上げ住宅提供打ち切り

• 2020年3月
• 帰還困難区域（大熊町・双葉町を除く）への仮設・借
り上げ住宅提供打ち切り

32



33



新潟県検証委・生活分科会報告

•長引く避難生活に加え、様々な「喪失」や「分
断」が生じており、震災前の社会生活や人間関
係などを取り戻すことは容易ではない

•避難者は、仕事や生きがい、人間関係の喪失な
どの点で多くの犠牲を払っている

•母子避難をした場合の孤立感や移動に伴う苦痛、
心身の不調等もある。

•避難元地域から切り離された「ふるさとの喪失
／はく奪」が深刻な被害をもたらしている

など
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国は？

…避難者の実態を把握せず
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甲状腺がんの人たちの数（福島県内、事故当時18歳以下）

対象者数、受診者数 甲状腺がん又
は疑い（A）

手術後確
定（B)

（A)の
男：女
注１）

（A)で基本調査に回答し
た人のうち外部被ばく

1mSv以上の割合
注２）

１巡目検査
（2011～
2013年）

対象：367,649人
受診者300,473人
（受診率81.7%）

116 101 1：2.0 29％
（65人中19人）

２巡目
（2014～
2015年）

対象：381,244人
受診者270,540人
（受診率71.0％）

71 54 1：1.2 58％
（36人中21人）

３巡目
（2016～
2017）

対象：336,670人
受診者：217,921
（受診率64.7%）

31 27 1：1.4 36%
（11人中4人）

４巡目
（2018～）

対象：294,240人
受診者：181,005 人
（受診率：61.5%）

27 16 １：1.5 82％
（11人中9人）

25歳節目検
診

対象：66,637人
受診者：5,578人
（受診率：8.4%）

7 4 １：2.5 －

合計 252 202

出典）2021年1月15日までの福島県発表資料をもとに作成
注１）野口病院、隈病院、伊藤病院での若年性甲状腺がんにおける男女比は１：7.8
注２）基本調査全体では、1mSv以上の割合は37.8％（n=465,999）



福島県の検討委員会は…
１巡目の結果について

•甲状腺がんの罹患統計などから推定される有病
数に比べて数十倍のオーダーで多い

•事故の影響は考えづらい
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「事故の影響は考えづら
い」とする主な理由

反論

チェルノブイリ原発事故と
比べて、被ばく量が少ない

放射性ヨウ素による内部被
ばくの測定は行われていな
いため、比較はできない。

事故当時５歳以下からの発
見はない

実は事故当時5歳以下の子
どもも甲状腺がんと診断さ
れていたことが判明（事故
時５歳児および4歳児）。
2021年1月には事故当時0歳
および２歳の女の子が甲状
腺がんと診断されたことが
発表された。

地域の発見率に大きな差が
ない

２巡目では地域間の差が生
じた。



なぜ甲状腺がんが多くみつ
かっているのかの説明

反論

スクリーニング効果（無症
状の人に一斉に検査を行う
ことにより、無自覚の病気
が見つかる効果）

２年後に実施された２巡目
検査で71人もの甲状腺が
ん・疑いが見出されたこと
の説明がつかない。

過剰診断（生命予後を脅か
したり症状をもたらしたり
しないようながんをみつけ
ている）

微小ながんやリスクが低い
がんは経過観察にまわして
いる。執刀にあたった福島
県立医科大学の鈴木眞一教
授は、180例の甲状腺がん
について、72%がリンパ節
転移、47％でまわりの組織
への広がり（浸潤）が見ら
れたとして、いずれも手術
が必要な症例であったとす
る



3.11甲状腺がん子ども基金
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ALPS処理汚染水
「海洋放出決定」
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ALPS処理汚染水
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Cs、Sr除去

多核種除
去装置
（ALPS）



トリチウム以外でも
放射性物質が残留

46

７割以上の水が全体として基準を超えて放射性物質が残留
しかし、その総量は明らかではない
東電は、「二次処理する」としているが、二次処理の結果、
どの放射性物質が総量としてどのくらい残留するかは明ら
かではない セシウム137、

セシウム134、
ストロンチウ
ム90、ヨウ
素129など



原子力市民委員会の提言

•大型タンク保管案

•モルタル固化処分案
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代替案

検討されず



「世界中の原発から出している」？

•トリチウムは、日本も含めて、世界中の原発か
ら放出されていることは事実
• 福島第一原発では、2010年実績2.2兆ベクレル／年
の海洋放出。

• 日本のBWR原発
液体放出約316億～1.9兆Bq／年

• 日本のPWR原発 約18～83兆Bq／年

• 再処理施設からは桁違いに大量のトリチウムが

•正常に運転されている原発からは、トリチウム
以外の放射性物質はほとんど排出されない。



「処理水に近づけても、放射能測
定器の針がふれない」（東電によ
るパーフォーマンス）
• トリチウムはβ核種。γ核種
を測る測定器では検出でき
ない。

類似の説明
「トリチウムが出すβ線は、
紙一枚で遮ることができる」

→飛距離が小さいα線、β線を
出す核種の危険性が小さいわ
けではない。有機結合型のト
リチウムが体内に取り込まれ
たときのリスクを軽視。



政府・東電の印象操作

1. 「“汚染水”ではなく“処理水”」

2. 「世界中の原発から放出している」

3. 「敷地が足りない」

4. 「海洋放出以外の手段はない」

5. 「タンク保管にはリスクがあるから、海洋放
出せざるをえない」

6. 「放出する際、トリチウム濃度を“基準”の
『40分の1』に1500ベクレル／Lにする」

7. 「トリチウムは健康に影響がない」

8. 「関係者の理解を得るまで処分しない」
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